
平素より山形銀行をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

当行は、例年決算発表後に決算説明会を開催しておりますが、今回は、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大防止のため、説明会は開催せず、資料とあわせ、説明文を掲載させていた

だきます。

本資料に関してのご質問等については、最終ページに記載のお問い合わせ先へ、お電話にて

お問い合わせいただきますよう、お願い申しあげます。







新型コロナウイルス感染拡大が地域経済に与える影響は大きく、山形県内経済についても、

厳しい状況が続いています。

こうした状況のもと、当行では、県内企業のお客さまの資金繰り支援に最優先に取り組んだ

結果、2021年3月期末の貸出金残高が、過去最高となりました。

また、コロナ禍で業況悪化等の影響を受けた取引先に対し、営業店・本部が一体となり、経

営改善支援を強化してまいりました。

引き続き、新型コロナウイルス感染拡大の収束が見えないなか、資金繰り支援、経営改善

支援に全力で取り組んでまいります。



2021年3月期につきましては、マイナス金利政策による低金利環境の継続など、外部環境は

依然として厳しい状況にありましたが、損益につきましては、概ね前年を上回ることができました。

資金利益は、市場からの調達コストの減少や預金利回りの低下等により、前年比4億円増加の

237億円となりました。

役務取引等利益は、コロナ禍で対面営業が制限されたことなどから、法人関連の手数料が減

少し、前年比1億円減少の30億円となりました。

コア業務純益につきましては、資金利益の増加や債券関係損益を除いたその他業務利益の

増加により、前年比4億円増加の59億円となっております。また、投資信託解約損益を除いた

コア業務純益についても、前年比7億円増加の57億円となりました。

与信関係費用の減少などから、経常利益は前年比4億円増加の43億円、当期純利益は同比

5億円増加の27億円となりました。



信用のバロメーターであります総預金の末残につきましては、個人預金、法人預金ともに大幅に

増加し、前年比2,917億円増加の2兆6,659億円と、過去最高残高を更新しております。

個人預金の増加要因は、特別定額給付金の入金やコロナ禍での消費手控え等があげられます。

また、法人預金の増加要因としては、先行きが不安定な状況のもと、企業において資金を手元に

確保する動きがみられたことが挙げられます。

総貸出金の末残につきましては、前年比262億円増加の1兆7,481億円となりました。

消費性貸出は、コロナ禍に伴う経済活動の停滞により減少したものの、事業性貸出は、コロナ関連

融資を中心とした資金繰り支援に注力した結果、大きく増加しました。



山形県内の総預金残高につきましては、前年比2,407億円増加し、2兆4,357億円となりました。

また、山形県内の総貸出金残高につきましては、積極的な資金繰り支援により、前年比260億円

増加の1兆2,487億円となりました。

当行の地盤である山形県内において、引き続き、安定した取引基盤を確保しております。

仙台地区につきましては、総預金残高は前年比17億円減少の929億円となりました。

また総貸出金残高は消費性貸出残高の減少を主因に前年比27億円減少し、2,571億円となり

ました。

東京支店につきましては、総預金残高は、市場性の外貨預金を中心に、前年比497億円増加し

942億円となりました。総貸出金残高は、前年比49億円増加の1,872億円となりました。



山形県内3行間の預金シェアについては、山形地区を除く地区でシェアが拡大し、全体では、

引き続き、50％超を維持しております。



山形県内3行間の貸出金シェアは、庄内地区、西部地区でシェアが拡大し、総預金とともに

シェア50％を上回っております。



中小企業向け貸出残高につきましては、コロナ関連資金等、運転資金への対応を

主因に前年比405億円増加の5,354億円となりました。

個人向け貸出の中心となる住宅ローン残高については、採算性を維持しながらも、

山形県内で残高が増加し、前年比1億円増加の5,599億円となりました。

また、総貸出金利回りは、外貨建貸出金利の低下を主因に低下しました。



預かり資産残高につきましては、2020年3月の「コロナショック」による相場急落以降、相場の

動きを捉えたお客さまへの投資信託販売額が増加したことに加え、株式市場をはじめとして相

場が回復したことを受け、投資信託を中心に残高が増加いたしました。

積立型商品の契約者数は、将来に向けた資産形成支援に注力していることなどから、増加

傾向にあります。



有価証券部門についてご説明いたします。

有価証券運用残高は、コロナ禍の預金残高増加に伴い、社債や投資信託を中心に幅広い資産

で運用残高の拡大を図ったことから、前年比1,435億円増加の9,024億円となりました。

有価証券評価損益は、コロナワクチンの普及による経済活動の正常化や企業業績の回復期待

を背景として、前年比117億円増加の216億円となりました。

有価証券利回りについては、低金利環境下における運用残高の増加に加え、投資信託解約益

の計上を抑制したこともあり、前年比0.13ポイントマイナスの0.95％となりました。

今後も低金利環境のさらなる長期化が想定されることから、引き続き、流動性と市場見通しに

基づいたリスクバランスを考慮しながら有価証券運用を行ってまいります。



有価証券の運用状況についてご説明いたします。

債券系資産については、円建債券は低金利環境の長期化を見据え一定水準の残高を維持

する一方、外貨建債券では、想定リターンの高い資産への投資を継続し、前年比1,262億円

増加の7,044億円となりました。

株式系資産は、中長期的な評価損益の確保を目的として、株式、REIT、海外資産への投資

を進めた結果、前年比150億円増加の700億円となりました。

私募投信やプライベート・エクイティなどのその他低流動性資産は、投資対象を選別し、リス

クを分散しつつ、投資対象の多様化を進め、前年比26億円増加の1,283億円となりました。

各資産について、運用残高は増加しましたが、適切なリスクコントロールを行った結果、全体

のリスクバランスは前年と同水準で推移しました。



有価証券運用の方針についてご説明いたします。

市場環境については、コロナワクチン接種の開始に伴う経済活動正常化への期待などを背景に、

実体経済は米国を中心に回復基調にあります。

また、投資環境については、長短金利差の利ざやは拡大傾向にあり、外債等への投資から得ら

れる想定リターンは高いとの認識にあります。

このような環境のなかで、現在のアロケーションの枠組みは維持しながら、ヘッジ外債や株式系

資産を中心にバランスを考慮した新規投資の実施により、運用規模の拡大を図ってまいります。



2021年3月期の自己資本比率は、単体ベースで10.34％、連結ベースで10.79％と高い水準

を維持しております。

単体・連結ともに前年に比べやや低下しておりますが、これは中小企業向け貸出金や有価証券

の残高が増加したことなどから、リスク・アセットが増加したためです。

当面の資本配賦計画においても、リスク量の増加に十分耐えうるバッファー資本を留保しており、

ストレステストを通した検証においても、資本の十分性を確認しております。

当行の強みである厚い資本を活用し、信用リスクや市場リスク等を適切に管理しながら、収益性

向上のため、引き続き、中小企業向け貸出の増強や有価証券運用での多様な投資先開拓を進め

てまいります。



与信関係費用につきましては、個別貸倒引当金繰入額の減少を主因として前年比12億円減

少しております。

また、不良債権残高につきましては、242億円と前年比2億円増加したものの不良債権比率は

0.02ポイント低下の1.35％となり、依然低い水準にあります。

今後も、中小企業向け貸出の増強を図りながら、厳格な自己査定の実施を継続し、適切な引き

当てを通じて、財務の健全性を維持してまいります。



単体の業績につきましては、経常利益は28億円、当期純利益は19億円と前期比減益の見通し

としております。

なお、予想には、本店建て替えに伴う移転費用やシステム投資による経費の増加、新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響による与信関係費用の増加を保守的に見込んでおります。

これら単体業績の見通しを受け、連結業績については、経常利益は32億円、当期純利益は

20億円を見込んでおります。

なお、実際の業績等は今後の感染拡大状況、社会状況、経済状況の推移により、大きく異なる

可能性がありますので、修正の必要が生じた場合には速やかに開示いたします。



安定配当を基本に、配当性向は30％程度を目途といたします。

2021年3月期の配当につきましては、中間・期末ともに1株当たり15円とし、年間30円として

おります。

来年度の2022年3月期については、足許の収益状況や安定配当を鑑み、中間・期末ともに

1株当たり15円の配当を予定しております。

リーマンショックによる一過性の赤字から黒字決算に転じた2010年3月期以降、過去12期の

平均配当性向は約26.3％となっております。





第19次長期経営計画「やまぎん 未来をつくる Vision for 2020」では、10年後の目指す

姿に、『山形の発展に「責任」を持つベストパートナーバンク』を掲げ、お客さま、地域、当行、

それぞれの「未来をつくる」ために、着実に課題解決を図る3年間と位置付け、「収益力の強化」、

「お客さま本位の営業強化」、「地方創生への取組強化」の3つの重点課題に取り組んでまいり

ました。



収益性指標であります「コアOHR（単体）70％台維持」「総資金利鞘のプラス確保」および、安全性

指標であります「単体の自己資本比率の10％以上維持」について達成するなど、収益性と安全性の

両面で、一定の成果を得ることができました。また、業容面では、「総預かり金融資産残高」について

達成しております。

一方で、収益性指標の当期純利益は、単体・連結ともに未達成となり、今後の課題と捉えておりま

す。主な要因としては、①マイナス金利の影響により、貸出金の資金利益の減少が続いたこと、②コ

ロナ禍での対面営業制限による役務取引等利益の伸び悩みと与信関係費用の増加が挙げられま

す。

また、「事業性メイン先数」については、取引のメイン化に向けた施策を展開してきたものの、目標

先数に届きませんでした。しかしながら、コロナ禍のもとでは、既取引先を中心に親身かつ丁寧な資

金繰り支援を行った結果、メイン先数は増加しております。

引き続き、コンサルティングの強化などを通して、お客さまの提供価値を高める取り組みを進めてま

いります。



1つ目の重点課題「収益力の強化」につきましては、「トップライン収益の増強」、 「新たな営

業体制の構築」 、「業務改革（BPR）」の3つを柱として、従来の当行の風土や業務プロセスにと

らわれず、根本から見直しを図ってまいりました。

「トップライン収益の増強」については、既存ビジネスの強化に取り組んでまいりました。

事業性評価の手法であるビジネスパノラマを活用し、営業店と本部が連携して検討した支援

内容をお客さまと共有し、対話を重ねることで、設備投資計画や事業承継などの経営の根幹

に関わることができ、収益機会の獲得につながっております。

「新たな営業体制の構築」については、広域型営業体制の展開を開始し、より付加価値の

高いサービスが提供できる体制整備を進めております。

また、「業務改革（BPR）」では、RPAの活用等の効率化を進めてまいりました。



2つ目の重点課題「お客さま本位の営業強化」では、「人財力の強化」や「パートナー営業の強化」に

よって、サービスの質を高めていく好循環を生み出し、「お客さま満足度の向上」に結び付けることがで

きるよう、取り組んでまいりました。

「パートナー営業の強化」としましては、「〈やまぎん〉ものづくり技術力向上支援プログラム」による課題

解決支援、補助金申請支援の取り組みを強化しております。

また、中小企業の経営者の高齢化や後継者不在といった課題に対応するため、事業承継やM&A支

援に積極的に取り組んでおります。

「人財力の強化」につきましては、人財は当行の重要な経営資源であるとの考えのもと、山形県工

業技術センターなど異業種の出身者を登用したOJTによる職員養成を行うなど、人財の育成に取り組

んでおります。



「お客さま満足度の向上」につながる取り組みでは、インターネットを活用した非対面サービスの

拡充に取り組んだほか、フィンテック企業とのAPl連携開始など、より安全なサービスの提供とお客

さまの利便性向上を図ってまいりました。

2017年8月にサービスを開始したスマートフォン向けアプリ「やまぎんE-Branch（イーブランチ）」

についても機能拡充を進めており、 2021年3月末時点で、アプリのダウンロード数は7万件を超え

ております。



3つ目の重点課題「地方創生への取組強化」では、山形成長戦略の推進により地域活性化に

取り組んでまいりました。

鶴岡市の「サイエンスパーク構想」では、慶應義塾大学先端生命科学研究所から生まれたベン

チャー企業が成長を続けております。

また、リチウムイオン電池の世界的な研究開発拠点を目指す「飯豊電池バレー構想」では、

飯豊町、山形大学工学部と連携し、産業創造・雇用創出に取り組み、リチウムイオン電池素材の

開発・製造を手掛ける新会社の設立申請支援などを行ってきました。

2019年12月、山形成長戦略プロジェクトで培ったノウハウを活かし、地域経済の活性化

に向けた取り組みを山形県下全域に波及させるため、地域商社「TRYパートナーズ㈱」を

設立しております。

金融機関100％出資による地域商社の設立は、全国初の試みであり、当社は、地域商社事業を

柱に、コンサルティング事業を兼営し、お客さまの経営をフルパッケージでサポートしております。

地域やお客さまとの協働・共創・共栄をコンセプトに、新たなビジネスの創造に挑戦してまいります。



2020年4月の開業以降、ポスト・コロナを見据えた経営計画の策定や、人事制度の見直し、人事

紹介等のニーズが高まるなか、各営業店において、取引先の課題解決策の一つとして当社の活用

が定着しております。

経営コンサルティングでは、人事制度構築を中心に順調に受注を受けているほか、地方公共団体

や第三セクター等の業務改善コンサルタントニーズにも対応しております。

人材紹介では、人材紹介会社との連携を強化し、再就職、副業兼業人材など、多様な採用課題

解決に取り組んでおります。

ビジネスマッチングは、不動産マッチング関連を中心として、着実に実績を積み上げております。



ESG経営とSDGsへの取り組みについてご説明します。

山形銀行グループは、中長期的な企業価値の向上を目指し、環境（Environment） 社会（Social）

ガバナンス（Governance）の視点を経営に取り入れております。

また、2019年７月、国連が提唱するSDGs （エスディージーズ：Sustainable Development Goalsの

略称）への取り組みを表明しました。地域に根差した銀行グループとして、総合金融情報サービスを

とおし、SDGsの達成に向け、貢献してまいります。





当行は地域金融機関として、他行に先駆け、地域産業の底上げを図る取り組みを行ってまいり

ましたが、地域の成長には、従前の金融領域にとどまらない、産業領域をも含めた総合的なソリュ

ーションの提供が必要となっております。

第20次長期経営計画策定にあたり、10年後の将来を見据えた長期ビジョンとして、「お客さまの

価値を共に創造し、地域ポテンシャルを最大化する金融・産業参画型ハイブリッドカンパニー」を

掲げました。

長期ビジョンに基づいて、「持続可能な地域社会の構築（地方創生や地域経済の再生・発展）」

と、「お客さま本位のビジネスと付加価値創造」を実現してまいります。

持続可能な地域社会の構築に向けて、「地域経済の活性化なくして当行の成長発展はない」

との考えのもと、各種施策を展開してまいります。



第20次長期経営計画 「Transform」 は、長期ビジョンに向けた10年間の第１フェーズと位置

づけ、コロナ禍への対応と同時に、ハイブリッドカンパニーへの挑戦として、長期ビジョンにつながる

施策を展開してまいります。



本計画では、４つの重点戦略の遂行により、企業としての収益を確保しつつ、これまで以上に

地域価値の創造に努めてまいります。



一つ目の重点戦略であります「コロナ禍・ポストコロナでのお客さまに寄り添った支援」 について

ご説明します。

これまでも資金繰り支援とともに、事業者の本業支援に力を注いでまいりましたが、引き続き、

お客さまの資金繰り支援を最優先課題としながらも、一歩踏み込んだ経営改善や再生・事業

転換に係る支援といった、本質的な課題解決に向けたソリューション提案を提供してまいります。

足許のコロナ禍において、当行の強みとも言える、多様な提案に対応できる人財と安定した

財務基盤をもって、山形の発展への責任を果たしてまいります。



2つ目の重点戦略であります「コンサルティングビジネス強化と事業領域拡大に向けた取り組み」

についてご説明します。

この2つ目の重点戦略が、長期ビジョンに掲げるハイブリッドカンパニーへとつながる戦略となり

ます。

このマトリクスでは縦軸に「お客さまとの関わり方」を、横軸に「お客さまの課題のスコープ」をとり、

当行が提供するソリューションレベルを示しています。

現状の金融仲介分野において、総合金融型を追求するとともに、金融に付随するコンサル

ティング能力を強化しながら、産業創造・参画型のビジネスモデルを目指してまいります。



地方創生に向けたハイブリッド戦略のイメージになります。

当行がこれまで実践してきた「山形成長戦略」「ものづくり支援」「事業承継・M＆A」「プライベート

バンキング」「企業再生支援」などの取り組みを、銀行全体の戦略として統合するとともに、当行の

総合的な戦略とするため、名称を「ハイブリッド戦略」として示すことといたしました。

（2021年4月、経営企画部内にハイブリッド戦略室を新設）

この取り組みを通じ、持続可能な地域社会の実現を目指すと同時に、当行のビジネスとして収益

化してまいります。



３つ目の重点戦略であります「質の高いサービスを提供するための構造改革とコストマネジメント」に

ついてご説明します。

環境の変化に合わせ、店舗ネットワークの最適化を図り、より効率的な店舗運営を行ってまいりま

す。また、人財をブロック統括店に集約することで効果的な人財育成を実現し、従来以上に踏み込

んだご提案や金融サービスのご提供を行ってまいります。対面サービスの「質」の向上を図るととも

に、収益力を強化してまいります。

同時に、事務改革による事務コストの削減にも取り組むほか、デジタル投資による非対面チャネル

の機能を拡充してまいります。

今後も、お客さまを第一に考え、広域型営業体制や非対面チャネルの機能充実などのさまざまな

取り組みを通じ、より高度なコンサルティングの提供と利便性の向上を実現してまいります。



構造改革後の営業体制のイメージになります。

構造改革の目的は、営業体制の合理化を進め、対面サービスの「質」を向上させることに

あり、同時に、「非対面チャネル機能の充実」や本部による非対面営業の強化など環境の変

化を踏まえた対応に取り組んでまいります。



「デジタル戦略」についてご説明します。

長期経営計画の重点課題の実行には、「事務から推進へのシフト」や「広域型営業体制移行

後のお客さまサービス維持」などの課題解決が必要になります。

デジタル戦略では、これらの課題解決に向け、「つながりの強化」「事務の効率化」「ワークスタ

イルの変化」の３つを基本コンセプトに掲げ、施策を実施してまいります。

デジタル技術を活用し、非対面チャネルを中心に、お客さまの利便性を向上するとともに事務

のやり方やワークスタイルを変えてまいります。

「事務改革」では、事務品質を維持したうえで、お客さまの手続きの簡素化や営業店の受付

事務の軽量化、本部集中業務の拡大などに取り組んでまいります。



「コストマネジメントへの取り組み」についてご説明いたします。

2023年度の物件費は、大型のシステム更新のほか、固定資産投資などにより、98億円を超過

する見通しです。

構造改革による4.6億円のコスト削減に加え、経費削減策により、最終年度までに、さらに3.3億

円のコスト削減に取り組み、約8億円の物件費削減を目指します。

経費削減策として、従来行ってきたボトムアップアプローチに加え、 削減ポテンシャルの高い重要

テーマを中心に、トップダウンアプローチによる削減も実施し、コストマネジメントに取り組んでまいります。



４つ目の重点戦略であります「有価証券運用、リスク管理の高度化とリスクアペタイト・フレーム

ワークの活用」についてご説明します。

有価証券の運用とリスク管理の高度化によって、収益力を強化してまいります。

ポートフォリオ運営において、有価証券の運用残高を本長期経営計画最終年度までに１兆円

規模まで増額する計画としています。

多様なリスクテイクによるベースライン収益の底上げなど、金融市場の見通しを踏まえたポート

運用の構築により、中期的な評価益の増加を目指します。

リスク管理では、多様なリスクテイクによる市場部門の収益増強に向けて、リスクマネジメントに

充分な組織体制を構築するために、運用規模拡大に相応しい体制を整備してまいります。

また、リスクアペタイト・フレームワークを通じた経営陣ならびに所管部とのリスクコミュニケー

ションを拡充し、フォワードルッキングな視点で「とるリスク・とらないリスク」を明確化したマネジ

メントにより、長期的収益の安定確保と財務の健全性を目指します。



４つの重点戦略を支える主要施策についてご説明します。

重点施策を支える取り組みとして、主要施策を大きく３つに分け、11個の各テーマについて、

施策を展開してまいります。

また、施策の展開にあたっては、過度な自前主義にこだわらず、アライアンスの構築や外部

委託も積極的に取り入れてまいります。



最終年度となる2024年3月期の計数目標についてご説明します。

預貸金利回りの改善や非金利収入の増強などにより、コア業務純益は60億円、当期純利益

（単体）は25億円を目指してまいります。また、総資金利鞘は、プラスを維持してまいります。

コアOHRにつきましては、システム投資などコスト負担の増加が予想されるものの、トップライン

収益の拡大および生産性向上や業務効率化により、現状から良化する水準を目標としています。

さらに、自己資本比率については、足許のリスク・アセット増加により低下傾向にありますが、収益

リスク管理を徹底し9％以上を維持してまいります。

業容面では、足許のコロナ禍において、 引き続き、お客さまの資金繰り支援を最優先課題と

するとともに、付加価値を高い融資を提供することで貸出金残高を増強し、低金利環境下に

おける資金利益の確保を目指します。



当行の存在意義（パーパス）は、地域の発展に貢献していくことであり、山形の成長に責任を

持つ企業として、持続可能な地域社会の実現やコロナ禍からの地域経済回復を目指し、これ

まで以上に地域価値の創造に注力してまいります。

金融・産業参画型ハイブリッドカンパニーの実現のため、お客さまの課題解決につながるコン

サルティングビジネスを強化することによってお客さま満足度の向上を図るとともに、収益構造

改革を実行し、新たなビジネスモデル構築に向けた取り組みを進めてまいります。

みなさまには今後とも一層のご支援、ご愛顧を賜りますよう、改めてお願い申しあげます。

以 上


